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【研究目的】 

 本研究の目的は、COVID-19 発生後から複数年度にわたる調査を行い、次の 3 つを達成

することである。 

(1) 精神的不健康を抱える思春期児の年度ごとの割合変化を評価する 

(2) 精神的不健康を理由に援助希求行動を行う思春期児の年度ごとの割合変化や、援助希

求行動の対象の変化を評価する 

(3) 先 2 つの評価から精神的不健康を抱える思春期児が誰に援助を求めやすいのか知見を

整理し現場の支援方針への提案を行う 

 

【研究の必要性】 

新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の発生以後、世界中で思春期のメンタルヘルスは

長期的に阻害され続けている。思春期の精神疾患を含む精神的不健康の有病率は、

COVID-19 以前は約 10-14%であったが(Kieling et al., 2011; Polanczyk et al., 2015)、COVID-19

以後は約 20-29%とされる(Racine, 2021; Ma, 2021)。COVID-19 発生初期より数か月以上経過

後の方が思春期の精神的不健康や自殺率が増加することも報告されている(Racine et al., 

2021; Tanaka et al., 2021)。この増加傾向は、世界中の全年代でみられるが特に思春期で甚大

である (COVID-19 Mental Disorders Collaborators, 2021)。 

精神疾患の好発年齢である思春期には特有の支援策が必要であることに加え、COVID-19

流行の長期化に伴い思春期の精神的不健康の実態把握と支援は長期的視野を要する。また、

精神的不健康に至っても助けを求めること(＝援助希求行動)で、予防や回復につながり得

る。しかし、援助希求行動は、パンデミック以前に比べ、生活様式の変化に伴い困難にな

っている可能性がある。 

 

 



【研究計画】 

 関東圏の都市部および郊外に所在する十数の中学校・高等学校の協力のもと、地域性や

社会経済状況等の偏りに配慮して中学生および高校生を対象に無記名自記式アンケートに

よる疫学横断調査を行った。本研究では、2021 年度および 2022 年度にも調査を行い、ま

た 2020 年度に 5,000 名の生徒から得た回答も加え、個人－クラス―学校－年度という階層

性のあるマルチレベル構造のデータを構築した。 

 精神的不健康は、強さと困難さアンケート(Strengths and Difficulties Questionnaire, SDQ)

を用いた。SDQ は各 5 項目からなる 5 つの下位尺度(情緒症状、行為の問題、多動/不注意、

仲間関係問題、向社会性) から構成される。このうち、向社会性を除く、4 つの下位尺度

の合計得点および総合的困難さの得点を算出し、カットオフ値に従って二値変数にした

(Goodman et al., 1998)。援助希求行動は、精神的不健康についての相談有無(ストレスや精

神的な問題はあるが誰にも相談していない)や、その相談対象 (家族、友人、スクールカウ

ンセラー、医師など複数回答)を聴取した。精神的不健康と援助希求行動について、3 年間

の割合をカイ二乗検定により、Bonferroni 法により p 値を調整し、多重比較を行った。 

すべての参加者に対し、各研究の主旨を説明文書にて十分に説明し、文書同意を得た。

自由意思の確保に十分配慮し、研究協力は自由意思によること、研究に協力しなくても不

利益を被ることはないことなどを説明した。以上について、東京大学医学部の研究倫理委

員会において承認を得ている(審査番号 2019271NI)。 

 

【実施内容・結果】 

2020～2022 年度において年一回調査を行った。2020 年度は 21 校で 5,000 名、2021 年度

は 28 校で 6,896 名に、2022 年度は 26 校で 6,605 名の中学生と高校生より回答を得た(有効

回答率 89%以上)。このうち、前年の調査にも参加した可能性があるため、2021 年の 834

名および 2022 年の 946 名は分析対象からは除外した。最終的な分析対象は、2020 年度の

5,000 名、2021 年度の 6,062 名、2022 年度の 5,659 名とした。 

 精神的不健康を抱える思春期児の年度ごとの割合変化について表 1 に示した。精神的不

健康のうち、総合的困難さと情緒症状を抱える生徒は、2020 年から 2021 年で増加し(p < 

0.01)、2021 年から 2022 年で減少した(p < 0.01)。しかし、2020 年と 2022 年では差がなか

った(p = 1.00)。また、多動/不注意は 2020 年から 2021 年で増加したが(p < 0.001)、2021 年

から 2022 年では差がなかった(p = 1.00)。他に有意差がみられる指標はなかった。 

 援助希求行動を行う思春期児の年度ごとの割合変化や援助希求行動の対象の変化につい

て表 2 に示した。精神的不健康を抱えているが援助希求行動を行わない生徒は、2020 年か

ら 2021 年で増加したが(p < 0.001)、2021 年と 2022 年では差がなかった(p = 0.79)。また、

友人が相談対象である生徒は、2020 年から 2021 年で減少したが(p < 0.5)、2021 年と 2022

年では差がなかった(p = 0.73)。他に有意差がみられる指標はなかった。 

 



表 1 各年度における精神的不健康の有病率     

  2020 2021 2022 

  N (%) N (%) N (%) 

総合的困難さ 498 (10.4) 729 (12.5) 585 (10.6) 

情緒症状 906 (18.9) 1268 (21.7) 1061 (19.2) 

行為の問題 327 (6.8) 441 (7.6) 374 (6.8) 

多動/不注意 534 (11.1) 857 (14.7) 783 (14.2) 

仲間関係の問題 249 (5.2) 313 (5.4) 251 (4.6) 

 

表 2 各年度における援助希求行動の報告率   

    2020 2021 2022 

    N (%) N (%) N (%) 

ストレスや精神的な問題はあるが 

誰にも相談していない 

815 (16.3) 1226 (20.2) 1097 (19.4) 

相談先 
      

 
友人 1487 (29.7) 1666 (27.5) 1611 (28.5) 

 
家族 1253 (25.1) 1490 (24.6) 1381 (24.4) 

 
担任の先生 156 (3.1) 170 (2.8) 169 (3.0) 

 
保健室の先生 48 (1.0) 66 (1.1) 64 (1.1) 

 
スクールカウンセラー 31 (0.6) 59 (1.0) 38 (0.7) 



 
学校以外のカウンセラー 28 (0.6) 44 (0.7) 28 (0.5) 

 
医師 70 (1.4) 81 (1.3) 85 (1.5) 

  その他 86 (1.7) 106 (1.8) 99 (1.8) 

 

【考察と今後の課題】 

 本研究は、COVID-19 流行下の思春期における精神的不健康と援助希求行動の経時的変

化を評価した。COVID-19 後の精神的不健康（特に総合的困難さ、情緒症状）を抱える思

春期児は、2020 年から 2021 年の間に増加した後、2021 年から 2022 年の間で減少した。し

かし、2020 年と 2022 年では差がみられず、COVID-19 の精神的不健康への影響は続いてい

るかもしれない。また、多動/不注意は増加したままの状態となっており、COVID-19 流行

下の社会環境(オンライン環境を用いた学習や対人交流機会の増加など)が思春期の精神発

達に何らかの影響を及ぼしている可能性もある。 

パンデミック発生から 5-6 か月後までは援助希求行動を行う若年者は増加していないと

いう先行研究の報告があるが(Upton et al., 2021)、より長期にわたる本研究の結果では援助

希求行動を行う若年者が減少している可能性が示された。特に、困っていても援助を求め

ない者の増加や、友人に相談する者の減少がみられた。ただし、本研究に参加した生徒の

約 3-4 人に 1 人は援助を友人や家族に求めると回答していた。このため、精神的不健康に

よる困難が生じたとき、生徒の周囲にいる友人や家族が最初の相談相手になる可能性が高

い。一方、担任教員や養護教員だけでなく、メンタルヘルスの専門家への相談を行ってい

る生徒は、いずれも約 0.5～3％と少なかった。 

本研究は、無記名アンケートの横断調査であるため、今後は縦断調査による個人内の変

数の変化を検証する調査も必要である。また、精神的不健康の増加や援助希求行動の減少

に関わる要因について分析し、予測因子や介入ターゲットを調べていくことも必要である。 

 本研究の結果を踏まえると、思春期の精神的不健康は COVID-19 発生から 3 年経過後に

おいても改善しているとは言い難い。また、精神的不健康を抱える者に対し、友人や家族

に相談相手としての役割が求められているかもしれない。いずれの立場も専門家の役割を

担うことは困難であるが、最初に相談された後、相談内容によっては適切な相談先（学校

教員、スクールカウンセラー、学校外の支援先）に繋げることが有効であるなど、心の健

康の知識に関する啓発活動も重要かもしれない。 
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